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Ⅰ 科研費の概要
〈 科研費の趣旨 〉
　科学研究費助成事業（科研費）※は、人文学、社会科学から自然科学までのすべての分野にわたり、基礎から応用までのあら
ゆる独創的・先駆的な研究を助成する制度です。
　日本の公的研究費は、助成対象の研究の性格（ボトムアップ型か否か）や資金の性格（競争性の有無）によって類型化されます
が、科研費は、研究者の自由な発想に基づく研究（学術研究）を助成する競争的資金として唯一・独自の仕組みです。
　年々高まっている研究者からのニーズに対し、様々な規模・態様の研究種目（「基盤研究」、「若手研究」など）により応えています。

〈 科研費の規模 〉
　現在の科研費の予算規模は約２３００億円で、政府の競争的資金の過半を占めています。また、研究機関の基盤的な研究費と
ともに研究を支える「デュアルサポートシステム」の一翼を担う重要な制度です。
　これまで科研費の規模は年々拡充され、特に平成２３年度の基金制度の導入に伴って大きな伸びを示しましたが、近年は厳し
い財政事情の下、頭打ちの傾向にあります。
　一方、科研費への応募件数は増えつつあり、平成２７年度は約１０万件に達しています。こうした中、採択件数は２．６万件となっ
ており、採択率（約27％）はピーク時から漸減しています。

（※学術研究助成基金助成金と科学研究費補助金による「科学研究費助成事業」を「科研費」として取り扱っています。）

基盤研究の支援若手研究者の自立支援 新領域の形成、挑戦的研究

若手研究（A）

特別推進研究

基盤研究（S）

新学術領域研究

挑戦的萌芽研究

基盤研究（A）

基盤研究（B）

基盤研究（C）若手研究（B）

研究の性格 研究者の自由な発想に
基づく研究（学術研究）

【curiosity-driven research】

科研費による研究の推進

大学・大学共同利用機関等
における研究の推進

競争的資金等
（公募・審査による

課題選定）

基盤的経費等
（運営費の交付等）

政策課題対応型研究開発
【mission-oriented research】

府省がそれぞれ定める
目的のための
公募型研究の実施

政府主導の
国家プロジェクトの実施

研究開発法人等における
戦略的な研究開発の推進

資金の性格

2,600

2,343

H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19
（年度）

（億円）
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（採択率）
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（件数）

24.0%
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採択率採択件数（新規）応募件数（新規）

55,026

13,196

77,979

16,649

76,068

16,150

89,568

19,073

88,808

25,118

93,888

25,643

96,528

26,003

99,475

26,382

※「科学研究費」のうち特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究、挑戦的萌芽
　研究、若手研究及び研究活動スタート支援について分類

我が国の科学技術・学術振興方策における科研費の位置付け 科研費の研究種目

科研費の予算額・助成額の推移 科研費の応募・採択件数、採択率の推移

目　　次 C o n t e n t s
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〈 科研費の審査 〉
　科研費の審査制度は、昭和４３年度にピアレビューの基本的な構造が形づくられて以来、約半世紀にわたる不断の努力によっ
て定着してきました。
　「基盤研究」等の研究種目では、専門ごとに定められた細目に応じて、書面審査及び合議審査の二段階で公正・厳正な審査が
行われており、その審査には、年間のべ６８００人以上に及ぶ研究者が従事しています。専門分野の近い複数の研究者による審査
（ピアレビュー）は、科研費制度への信頼を支える要です。

現行の基盤研究等の審査に関する流れ

〈 文部科学省と日本学術振興会の関係 〉
　科研費の審査業務のほとんどを担う日本学術振興会では、第一線の研究者１００余名からなる学術システム研究センターにお
いて、審査委員の厳格な選考や審査結果の検証を行っているほか、審査の仕組みなどについて見直し、改善を行っており、審査
の公正性を支えています。

第２段審査（合議審査）※

【一般的な研究種目の場合】

【基盤研究（Ｓ）の場合】

第２段審査
（合議審査）

※

ヒアリング審査
（合議審査）

採択課題の決定
（KAKENデータベースで公開）

［12月～1月］ ［2月～3月］ ［4月～5月］

第１段審査
（書面審査）

細目毎に4人又は6人の
審査委員が評点・
審査意見を付す

※第1段審査とは別の複数名の審査委員が書面審査結果
　に基づき、第2段審査（合議審査）を実施。

○審査の基本方針の決定
○科学技術・学術審議会の
　報告・決定等

文部科学省
科研費制度を所管

○制度改善

科学技術・学術審議会

見直し・改善
の提言

日本学術振興会
審査・評価、交付業務の実施

○審査・評価の実施
○審査・評価規程の策定

科学研究費委員会

学術システム研究センター

連  携
審査会の運営
や評定基準等
に関わる改善
事項など

○審査員候補者の選考
○審査の検証
○審査の仕組み・運営、評価方法

等について、PO（研究者）の立
場から見直し・改善を検討

審査方針等を通知

改善要望など

〈 科研費の成果 〉
　日本の論文の生産数、その被引用状況を見ると、科研費が極めて大きな比重を占めています※。日本の研究力を質・量ともに
支え、リードしてきた制度－それが科研費です。
※論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）を論文単位で連結し、科研費が関わっている論文（W-K論文）とそれ以外の論文（W-非K論文）に

分けて分析したところ、W-K論文は日本の論文数の47％、Top10％補正論文数の62％を占め、そのシェアを高めてきていることが明らかになっています。

イノベーションの芽を育む科研費（ノーベル賞につながった成果事例）≫

日本のWoS論文数の内訳

出典：論文データベース（Web of  Science ）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造の分析（2015年４月　科学技術・学術政策研究所）

日本のTop10%補正論文数の内訳
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山 中  伸 弥
京都大学　教授

発展の基礎となった科研費の研究 発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、２０００年代前半から助成

世界で初めての人工多能性幹細胞（iPS細胞）の樹立に
より、ノー ベル生理学・医学賞（2012年）を受賞。

「全能性細胞で特異的に発現する遺伝子群の機能解析」
平成13年度～特定領域研究（C）　など

天 野 　 浩
名古屋大学大学院教授

科研費では、１９９０年代から助成

名城大学の赤﨑勇氏、カリフォルニア大学サンタバーバ
ラ校の中村修二氏と共に、青色発光ダイオード（青色
LED）の発明により、ノーベル物理学賞（2014年）を受賞。

「高性能ＧａＮ系青色ＬＥＤの試作研究」
（昭和62年度～試験研究）　など

挑戦性
研究者の知を基盤にして独創的
な探究力により新たな知の開拓
に挑戦すること

総合性
学術研究の多様性を重視し、伝
統的に体系化された学問分野の
専門知識を前提としつつも、細
分化された知を俯瞰し総合的な
観点から捉えること

融合性
異 分 野 の 研 究 者 や 国 内 外 の
様々な関係者との連携・協働に
よって、新たな学問領域を生み
出すこと

国際性
自然科学のみならず人文学・社会科学を
含め分野を問わず、世界の学術コミュニ
ティーにおける議論や検証を通じて研究
を相対化することにより、世界に通用す
る卓越性を獲得したり新しい研究枠組み
を提唱したりして、世界に貢献すること

2006-2008平均
52.7％

2006-2008平均
47.3％

2006-2008平均
37.6％

2006-2008平均
62.4％

Ⅱ 科研費改革とは？
〈 基本方針 〉
　今、日本が、将来にわたって卓越した研究成果を持続的に生みだし続け、国際的な存在感を保持できるかどうかが問われてい
ます。
　そうした中、科学技術・学術審議会では、学術研究を「国力の源」と位置づけつつ、そうした現状を踏まえ、学術研究への現代
的要請として、「挑戦性・総合性・融合性・国際性」の四つを挙げるとともに、科研費についても、抜本的な改革を進めるべき旨
提言しました。

学術研究の現代的要請
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科学研究費委員会

学術システム研究センター

連  携
審査会の運営
や評定基準等
に関わる改善
事項など

○審査員候補者の選考
○審査の検証
○審査の仕組み・運営、評価方法

等について、PO（研究者）の立
場から見直し・改善を検討

審査方針等を通知

改善要望など

〈 科研費の成果 〉
　日本の論文の生産数、その被引用状況を見ると、科研費が極めて大きな比重を占めています※。日本の研究力を質・量ともに
支え、リードしてきた制度－それが科研費です。
※論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）を論文単位で連結し、科研費が関わっている論文（W-K論文）とそれ以外の論文（W-非K論文）に

分けて分析したところ、W-K論文は日本の論文数の47％、Top10％補正論文数の62％を占め、そのシェアを高めてきていることが明らかになっています。

イノベーションの芽を育む科研費（ノーベル賞につながった成果事例）≫

日本のWoS論文数の内訳

出典：論文データベース（Web of  Science ）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造の分析（2015年４月　科学技術・学術政策研究所）

日本のTop10%補正論文数の内訳
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山 中  伸 弥
京都大学　教授

発展の基礎となった科研費の研究 発展の基礎となった科研費の研究

科研費では、２０００年代前半から助成

世界で初めての人工多能性幹細胞（iPS細胞）の樹立に
より、ノー ベル生理学・医学賞（2012年）を受賞。

「全能性細胞で特異的に発現する遺伝子群の機能解析」
平成13年度～特定領域研究（C）　など

天 野 　 浩
名古屋大学大学院教授

科研費では、１９９０年代から助成

名城大学の赤﨑勇氏、カリフォルニア大学サンタバーバ
ラ校の中村修二氏と共に、青色発光ダイオード（青色
LED）の発明により、ノーベル物理学賞（2014年）を受賞。

「高性能ＧａＮ系青色ＬＥＤの試作研究」
（昭和62年度～試験研究）　など

挑戦性
研究者の知を基盤にして独創的
な探究力により新たな知の開拓
に挑戦すること

総合性
学術研究の多様性を重視し、伝
統的に体系化された学問分野の
専門知識を前提としつつも、細
分化された知を俯瞰し総合的な
観点から捉えること

融合性
異 分 野 の 研 究 者 や 国 内 外 の
様々な関係者との連携・協働に
よって、新たな学問領域を生み
出すこと

国際性
自然科学のみならず人文学・社会科学を
含め分野を問わず、世界の学術コミュニ
ティーにおける議論や検証を通じて研究
を相対化することにより、世界に通用す
る卓越性を獲得したり新しい研究枠組み
を提唱したりして、世界に貢献すること

2006-2008平均
52.7％

2006-2008平均
47.3％

2006-2008平均
37.6％

2006-2008平均
62.4％

Ⅱ 科研費改革とは？
〈 基本方針 〉
　今、日本が、将来にわたって卓越した研究成果を持続的に生みだし続け、国際的な存在感を保持できるかどうかが問われてい
ます。
　そうした中、科学技術・学術審議会では、学術研究を「国力の源」と位置づけつつ、そうした現状を踏まえ、学術研究への現代
的要請として、「挑戦性・総合性・融合性・国際性」の四つを挙げるとともに、科研費についても、抜本的な改革を進めるべき旨
提言しました。

学術研究の現代的要請
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〈 主な改革工程 〉
　平成２７年９月に策定された「科研費改革の実施方針」は取組の三つの柱として、①審査システムの見直し、②研究種目・枠組
みの見直し、③柔軟かつ適正な研究費使用の促進を掲げています。
　平成２８年度には、挑戦的研究への支援を強化する観点から、研究種目の大幅な見直しに着手することとしています。
　改革の画期となるのは、新審査システムへの完全移行がなされる平成３０年度です。目下、これに向け、様々な試行や先導的な
取組と併せて制度設計が進められています。

　政府が策定した第５期科学技術基本計画（28～32年度）においては、科研費改革の実施方針に沿った内容が盛り込まれてお
り、成果創出の最大化に向けた質的な改革とともに、量的充実の観点から新規採択率３０％の目標が挙げられています。 Ⅲ 「科研費審査システム改革２０１８」

　日本学術振興会においては、学術システム研究センターが中心となって、学術研究やピアレビューの本義に立ち返って、２年
余りにわたり議論を進め、本年３月、審査区分と審査方式とを一体的に見直す改革案を取りまとめました（平成２８年３月１７日付
「科学研究費助成事業（科研費）審査システム改革２０１８（報告）」）。
　この報告は、平成３０年度助成（平成２９年９月に公募予定）に向けた制度設計の基本的な枠組みとなるものであり、そのポイ
ントは以下のとおりです。
　なお、この改革は、科研費制度の不断の改善の一環であり、一定期間後の再評価とともに学術動向や研究環境の変化に応じ
て、適切に取組を進めていくこととしています。

【「科研費審査システム改革２０１８」のポイント】

（中略）
具体的には、科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）について、審査システムの見直し、研究種目・枠
組みの見直し、柔軟かつ適正な研究費使用の促進を行う。その際、国際共同研究等の促進を図るととも
に、研究者が新たな課題を積極的に探索し、挑戦する事を可能とする支援を強化する。さらに、研究者が独
立するための研究基盤の形成に寄与する取組を進める。加えて、研究成果の一層の可視化と活用に向け
て、科研費成果等を含むデータベースの構築等に取り組む。このような改革を進め、新規採択率30%の
目標を目指しつつ、科研費の充実強化を図る。
（後略）

第4章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
（2）知の基盤の強化
①イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進
⒤学術研究の推進に向けた改革と強化

第5期
科学技術基本
計画の抜粋

（注）科研費改革に関わる政府の基本方針については、以下を参照ください。
・「第5期科学技術基本計画」　平成28年1月22日閣議決定　http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html
・「我が国の学術研究の振興と科研費改革について」（第７期研究費部会における審議の報告）（中間まとめ）　平成２６年８月２７日
   科学技術・学術審議会　学術分科会　ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1362786.htm
・「学術研究の総合的な推進方策について（最終報告）」　平成２７年１月２７日　　科学技術・学術審議会　学術分科会
   ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/1355910.htm
・「科研費改革の実施方針」（科学技術・学術審議会　学術分科会了承）　平成２７年９月２９日　ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1362786.htm

助成年度

研究種目

特別推進研究

新学術領域研究

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）

若手研究（Ａ）

基盤研究（Ｂ）

基盤研究（Ｃ）

若手研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

平成２8年度

平成３１年度以降の制度改革に向け、研究種目の見直し

研究種目の見直し （基盤研究への位置付け 等） 新制度へ移行

研究種目の見直し
（大型化・長期化、総合審査の先行実施 等） 新制度へ移行

研究種目の見直し （挑戦性の重視、受給回数制限 等） 新制度へ移行

平成２９年度
（平成28年９月公募予定）

平成30年度
（平成29年９月公募予定）

平成31年度
（平成30年９月公募予定）

「審査システム改革2018」
大区分

＋
総合審査

中区分
＋

総合審査

小区分
＋

２段階
書面審査

新審査システムの詳細設計 新審査システムへ移行

補
助
金

基
金（※

）

※これらの取組と併せて基金措置の対象範囲の拡大などを推進

科研費改革の見通し 細目数は３２１、応募件数が最多
の基盤研究（Ｃ）はキーワードによ
りさらに細分化した４３２の審査区
分で審査。

○すべての研究種目で、細目ごと
に同様の審査を実施。

○書面審査と合議審査を異なる
審査委員が実施する２段審査
方式。

現行の審査システム

最大４００余の細目等で
公募・審査

基盤研究（Ｓ）

「分科細目表」
を廃止

●特別推進研究（平成30年度公募以降見直し予定）、新学術領域研究の在り方については別途検討。

挑戦的萌芽研究

若手研究（Ａ）
（B）

基盤研究（A）
（B）
（C）

新しい審査区分と審査方式
平成30年度助成（平成29年9月に公募予定）～

小区分（３０４）で公募
これまで醸成されてきた多様な

学術に対応する審査区分

「２段階書面審査」方式 －より効率的に－
同一の審査委員が電子システム上で２
段階にわたり書面審査を実施し、採否を
決定。

・他の審査委員の評価を踏まえ、自身の
評価結果の再検討。

・会議体としての合議審査を実施しない
ため審査の効率化。

基盤研究（B）
（C）

挑戦的萌芽研究※2

若手研究（B）
※２  平成29年度公募から後継種目を導入

中区分（６５）で公募
小区分を複数集めた審査区分

基盤研究（A）

若手研究（A）※1

※1  平成30年度公募以降見直し予定

大区分（１１）で公募

新
た
な
審
査
シ
ス
テ
ム
へ
移
行

「総合審査」方式 －より多角的に－
中区分を複数集めた審査区分 個別の小区分にとらわれることなく審査

委員全員が書面審査を行ったうえで、同
一の審査委員が幅広い視点から合議に
より審査。（基盤研究（Ｓ）については、「審査
意見書」を活用。）

・特定の分野だけでなく関連する分野か
らみて、その提案内容を多角的に見極
めることにより、優れた応募研究課題
を見出すことができる。

・改善点（審査コメント）をフィードバック
し、研究計画の見直しをサポート。

基盤研究（S）

「科学研究費助成事業（科研費）審査システム改革2018（報告）」の全文については、以下のURLをご参照ください。
ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1362786.htm

科研費の公募・審査の在り方を抜本的に見直し、
多様かつ独創的な学術研究を振興する
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査
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へ
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哲学一般、倫理学一般、西洋哲学、西洋
倫理学、日本哲学、日本倫理学、応用倫
理学

〈 審査区分の見直し 〉
　現行の科研費の審査では、「分科細目表」から応募者が自らの研究計画に応じて細目を選択して応募し、当該分野の専門家に
よる審査を受ける仕組みですが、平成３０年度助成（平成２９年9月に公募予定）からは、「分科細目表」に代わって新たな「審査区
分表」に基づき審査を実施します。
　新たな「審査区分表」は、研究種目に応じて、基本単位である小区分、それを幾つか集めた中区分、さらに大区分の内容・編成
を示しています。　
　また、既存分野の深化と研究の多様な展開に柔軟に対応するため、小区分では「○○関連」、中区分では「○○およびその関連
分野」、大区分は記号で表記しています。

〈 審査方式の見直し 〉
　新たな「審査区分表」の作成に伴い、変化する学術動向に対応し、競争的環境の下で、優れた研究課題を見出すことができるよ
う、研究種目に応じた審査方式の見直しを行いました。

【２段階書面審査】 －基盤研究（Ｂ・Ｃ）、挑戦的萌芽研究、若手研究（Ｂ）－

審査区分表（小区分一覧）抜粋

1 A

1 A

1 A

〔哲学および倫理学関連〕

〔中国哲学、印度哲学および仏教学関連〕

〔宗教学関連〕

※一部の小区分は複数の中区分に属しており、応募者は自らの応募研究課題に最も相応しいと思われる中区分を選択できます。（一部中区分も、複数の大区分に属しています。） ※基盤研究（S）の審査では、大区分ごとの「総合審査」に加え、専門性に配慮するため、専門分野に近い研究者が作成する審査意見書の導入を検討。

審査区分表（中区分、大区分一覧）抜粋

キーワード
大区分中区分

対応する
中・大区分

中国哲学思想、インド哲学思想、仏教思
想、書誌学、文献学

宗教史、宗教哲学、神学、宗教社会学、宗
教心理学、宗教人類学、宗教民俗学、神
話学、書誌学、文献学

01010

〔哲学および倫理学関連〕01010

01020

01030

小区分

大区分

中区分1：思想、芸術およびその関連分野

小区分 キーワード

哲学一般、倫理学一般、西洋哲学、西洋倫理
学、日本哲学、日本倫理学、応用倫理学

〔中国哲学、印度哲学および仏教学関連〕01020

中国哲学思想、インド哲学思想、仏教思想、書
誌学、文献学

〔宗教学関連〕01030

宗教史、宗教哲学、神学、宗教社会学、宗教心
理学、宗教人類学、宗教民俗学、神話学、書誌
学、文献学

A

応募
書類

B

応募
書類

C

応募
書類

D

応募
書類

A
応募
書類

B
応募
書類

C
応募
書類

D
応募
書類

E
応募
書類

F
応募
書類

G
応募
書類

H
応募
書類

１段階目の書面審査（小区分ごと） ２段階目の書面審査（小区分ごと）

１課題あたり、小区分ごとに配置された複数名の審査委員
が電子システム上で書面審査（相対評価）を実施。

書面審査（中区分ごと）
１課題あたり、より幅広い分野にわたって（中区分ごと）配置
された複数名の審査委員が電子システム上で書面審査（相
対評価）を実施。

１段階目の書面審査の集計結果をもとに、他の委員の個別
の審査意見も参考に、電子システム上で２段階目の評点を
付し、採否を決定（審査委員は1段階目と同一）。

合議審査（中区分ごと）

書面審査の集計結果をもとに、書面審査と同一の審査委員
が合議によって多角的な審査を実施し、採否を決定。

※書面審査と同一の審査委員

【総合審査】 －基盤研究（Ａ）、若手研究（Ａ）－

F G

B C

A D

E H

書面審査
結果

小区分は審査区分の基本単位であり、基盤研
究（Ｂ,Ｃ）、若手研究（Ｂ）等の審査区分です。

中区分は、いくつかの小区分を集めたもので
あり、基盤研究（Ａ）、若手研究（Ａ）の審査区分
です。但し、中区分に含まれる小区分以外の内
容の応募を排除するものではありません。

大区分は、いくつかの中区分を集めたもので
あり、基盤研究（Ｓ）の審査区分です。但し、大区
分に含まれる中区分以外の内容の応募を排除
するものではありません。

小区分にはキーワードが付してありますが、応
募者が小区分の内容を理解する助けとするた
めのもので、キーワードに掲げられていない内
容の応募を排除するものではありません。

＜審査委員＞

A B C D

＜審査委員＞

＜審査委員＞ ＜審査委員＞

採
択
課
題
の
決
定

※1段階目の書面審査と同一の審査委員

＜電子システム＞
（１段階目の書面審査の結果）
・ボーダーライン付近の研究課題
・他の審査委員の審査意見
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Ⅳ 科研費改革Ｑ＆Ａ
m e m o

Ｑ１　なぜ、科研費改革を行う必要があるのか？
A１ 　現在、日本の研究力の相対的な低下が懸念されていますが、将来にわたって卓越した研究

成果を持続的に生み出し続け、国際的な存在感を高めていくことが課題となっています。「国
力の源」、「イノベーションの源泉」としての学術研究の根幹を支えている科研費制度につい
ては、そうした要請に応えつつ、研究者が、より自由な発想で研究計画を構想し、一層独創的
な研究を意欲的に進められるような仕組みへと発展させていく必要があります。

Ｑ２　審査システム改革によってどのような効果を期待しているのか？
A2 　科研費の応募・審査の在り方を見直すことにより、科学上のブレークスルーにつながるよ

うな、より独創的で優れた成果を生み出していくことを期待しています。
　具体的には、研究種目の特性に応じて適切な審査区分・審査方式を適用することにより、
①小規模な研究計画については、主として既存分野の研究を深化させ、学術全体の多様性を
一層豊かなものとすること、②大規模な研究計画については、学術の動向に対応した挑戦性・
創造性に富んだ活動（例えば新領域の開拓や分野を超えた連携など）が展開されることが期
待されます。

Ｑ3　「総合審査」は、専門性の観点から十分な審査が可能か？
A3 　「総合審査」を取り入れる種目では、これまで細目ごとに行っていた審査よりも、広い分野の

研究者が審査を実施することになりますが、書面審査と合議審査を同一の審査委員が担当す
ることにより、これまで以上にきめ細かな合議審査を行うことができます。なお、応募書類に
ついても内容を充実させ、専門性の観点からも十分な審査が可能となるように検討する予定
です。

Ｑ4　研究種目の見直し等の改革はどのような予定になっているのか？
A4 　平成29年度助成（平成28年９月に公募予定）からは「挑戦的萌芽研究」、平成30年度助成

（平成29年９月に公募予定）からは「特別推進研究」及び「若手研究」について、それぞれ新制
度に基づく公募を行う予定です。その他、「新学術領域研究」についても、平成31年度以降を
展望して見直しの検討を進めていく予定です。

Ｑ5　科研費予算の充実、基金化の推進についてどう考えているのか？
A5 　第５期科学技術基本計画を踏まえて、新規採択率30％を目指し、科研費予算の充実を図り

ます。また、研究者から高く評価されている基金制度（現在は助成額の４割程度に適用）につ
いても、研究費の使い勝手を向上させ、研究成果を最大化させていくため、その適用範囲の
拡大を目指していきます。
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　具体的には、研究種目の特性に応じて適切な審査区分・審査方式を適用することにより、
①小規模な研究計画については、主として既存分野の研究を深化させ、学術全体の多様性を
一層豊かなものとすること、②大規模な研究計画については、学術の動向に対応した挑戦性・
創造性に富んだ活動（例えば新領域の開拓や分野を超えた連携など）が展開されることが期
待されます。

Ｑ3　「総合審査」は、専門性の観点から十分な審査が可能か？
A3 　「総合審査」を取り入れる種目では、これまで細目ごとに行っていた審査よりも、広い分野の

研究者が審査を実施することになりますが、書面審査と合議審査を同一の審査委員が担当す
ることにより、これまで以上にきめ細かな合議審査を行うことができます。なお、応募書類に
ついても内容を充実させ、専門性の観点からも十分な審査が可能となるように検討する予定
です。

Ｑ4　研究種目の見直し等の改革はどのような予定になっているのか？
A4 　平成29年度助成（平成28年９月に公募予定）からは「挑戦的萌芽研究」、平成30年度助成

（平成29年９月に公募予定）からは「特別推進研究」及び「若手研究」について、それぞれ新制
度に基づく公募を行う予定です。その他、「新学術領域研究」についても、平成31年度以降を
展望して見直しの検討を進めていく予定です。

Ｑ5　科研費予算の充実、基金化の推進についてどう考えているのか？
A5 　第５期科学技術基本計画を踏まえて、新規採択率30％を目指し、科研費予算の充実を図り

ます。また、研究者から高く評価されている基金制度（現在は助成額の４割程度に適用）につ
いても、研究費の使い勝手を向上させ、研究成果を最大化させていくため、その適用範囲の
拡大を目指していきます。
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